
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第11号 

答申番号：令和７年度答申第12号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

 １ 審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

請求人は、原処分（不動産取得税の賦課処分）の取消しを求め、おおむね次の

とおり主張しているものと解される。 

  (1) 札幌市長が固定資産課税台帳に登録する固定資産の価格を決定する際に用

いる再建築費評点補正率（以下「補正率」という。）の昭和54年度分について、

総務省が定める新築家屋非木造の補正率が1.10倍であるのと比べ、札幌市長は

1.52倍と異なった補正率を使用したため、請求人が所有する家屋（以下「本件

家屋」という。）の固定資産の価格が高くなっている。 

  (2) 札幌市長が異なった補正率を使用して本件家屋の固定資産の価格を決定し

たことは、地方税法（以下「法」という。）第73条の21第１項ただし書に規定

するその他特別な事情に該当すると考えられるため、同条第２項の規定によ

り、北海道知事は、総務省が定める補正率1.10倍を使用し、本件家屋の固定資

産の価格を221万3,200円とし、不動産取得税の課税標準額を221万3,000円、納

付すべき税額を６万6,300円とすべきであるから、札幌市長が決定した固定資

産の価格に基づいて行われた原処分は違法又は不当である。 

２ 処分庁の主張の要旨 

法第73条の21第１項において、固定資産課税台帳に固定資産の価格が登録され

ている不動産については、当該価格により課税標準となるべき価格を決定するも

のとするとされており、本件家屋についても固定資産課税台帳に固定資産の価格

が登録されているため、その価格により本件家屋に係る不動産取得税の課税標準

となるべき価格を決定したものである。また、同項ただし書に該当する事実もな

いことから、原処分に違法又は不当な点はない。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

１ 原処分は、法令等の規定に従い、適正に行われたものであるから、違法又は不

当な点は認められない。 

２ 本件家屋は固定資産課税台帳に固定資産の価格が登録されているところ、登記

事項証明書において固定資産税の賦課期日後に増築、改築、損壊の事実はなく、



また、都市的諸施設の整備等地帯として環境に著しい変動が生じたことは確認で

きず、請求人からもその旨の主張はない。したがって、本件家屋には当該固定資

産の価格により難い特別な事情があるとは認められないことから、本件家屋に係

る不動産取得税の課税標準となるべき価格は当該固定資産の価格により決定さ

れることとなる。 

そして、処分庁は、本件家屋に係る固定資産の価格により不動産取得税の課税

標準となるべき価格を決定し、原処分を行っていると認められるから、原処分に

違法又は不当な点はない。 

３ 昭和54年度の基準年度においては、再建築費評点基準表の改正が行われ、当該

改正後の再建築費評点基準表に基づき評価額を算出するものであって、前基準年

度である昭和51年度に対する評価額での平均的な上昇率が非木造家屋で1.1倍程

度であることをもって補正率として1.10を適用し、当該補正率を乗じて評価額を

算出するものではない。その結果、札幌市長は本件家屋の固定資産の価格を適正

に決定しており、当該価格が不当に高くなっているとは認められないから、札幌

市長が決定した当該価格について法第73条の21第１項ただし書に規定する特別

な事情に該当するとはいえない。 

４ 以上のとおり、原処分は適法かつ正当に行われており、請求人の主張は理由が

ないから、本件審査請求は棄却されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和７年６月27日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43条

第１項の規定に基づく諮問を受け、同年７月２日の審査会において、調査審議し

た。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

不動産取得税は、不動産の取得に対し、当該不動産所在の道府県において、当

該不動産の取得者に課することとされており（法第73条の２第１項）、不動産取

得税の課税標準は、不動産を取得した時における不動産の価格とされ（法第73条

の13第１項）、その価格とは適正な時価をいうとされている（法第73条第５号）。 

そして、適正な時価の決定、すなわち不動産取得税の課税標準額の決定につい

て、道府県知事は、固定資産課税台帳に評価額が登録されている不動産について

は、当該評価額により当該不動産に係る不動産取得税の課税標準額を決定するも

のとされているが（法第73条の21第１項本文）、当該不動産について増築、改築、

損壊、地目の変換その他特別の事情がある場合において当該評価額により難いと

きは、この限りでないとされている（同項ただし書）。 

また、同項ただし書に規定されるその他特別な事情については、増築、改築、

損壊、地目の変換等当該家屋又は土地自体の物理的変動があった場合はもとよ

り、都市的諸施設の整備等地帯として環境に著しい変動があった場合、さらに固



定資産税の賦課期日後に生じた地価の著しい変動といった事情も含まれるとさ

れるが、固定資産税の賦課期日後に生じた地価の著しい変動によって同項ただし

書を適用することができるのは、当該地価変動により固定資産課税台帳に登録さ

れている評価額が当該不動産の適正な時価を示しているとはいえない程度に達

した場合に限られるとされている（「地方税法の施行に関する取扱いについて（道

府県税関係）」（平成22年４月１日付け総税都第16号総務大臣通知）第５章第３

の20(1)）。 

そこで本件についてみると、処分庁は、本件家屋について固定資産課税台帳に

固定資産の価格が登録されていることから、当該価格により課税標準となるべき

価格を決定し、原処分を行っており、加えて、本件家屋について、増築や改築等

の物理的変動や固定資産課税台帳に登録されている価格が当該不動産の適正な

時価を示しているとはいえない程度に達するほどの地価変動があったとする主

張もないから、法第73条の21第１項ただし書に規定する「特別の事情」があると

は認められない。したがって、原処分を行った処分庁の判断に違法又は不当な点

は認められない。 

以上のとおり、原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められ

ず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件審査請求

は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のとおり、これ

を是認するものである。 

 

 

 

    北海道行政不服審査会 
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